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～歴史あるチャレンジ企業～ 

事業方針 

2015年3月末現在 

1922年2月11日  
1935年12月12日 （9月決算）   
9億8,966万円 
6,375,284株  （自己株式 6,201株） 
 
代表取締役社長 三森 茂（2012年12月就任）  
アムス・インターナショナル㈱47.9％   徳原榮輔14.1％  深井優子2.8％   加山雅恵1.9％ 
楽天証券㈱1.5％ ㈱SBI証券1.3％ 井関清1.3％ 第一生命保険㈱1.2％  
 
■電気工事業 
 ①電力事業  （架空送電線工事・地中送電線工事・変電所工事・土木工事等の測量、設計、施工） 
 ②内線事業  （電気設備工事・太陽光発電設備工事・計装設備工事・防災防犯設備工事の設計、施工） 
 ③モバイル事業（情報通信工事・環境美化塗装工事） 
■建物管理・清掃業  
 ①マンション管理 ②建物設備メンテナンス ③管理業務受託 ④ビル清掃・管理業務 
【本社】 東京都豊島区南池袋1-10-13 荒井ビル8F 
■ 【支社・営業所】仙台・名古屋・関西・石巻  
■ ㈱東京管理 【出資比率100％】 （2012年2月～） 
■ ㈱システック・エンジニアリング【出資比率32.9％】 （2004年7月～） 
121名・・・・・電気工事業99名 建物管理・清掃業22名 
東北電力㈱・関西電力㈱・中部電力㈱・国土交通省・文部科学省・（独）都市再生機構・民間各社 

電気工事設備業界において、 
長年の実績を誇る当社は、現状の事業領域にとどまらず、 
先見性を持って事業ポートフォリオの組み換えと 
新規領域にも積極的に挑戦します。 

Ⅰ．ビジネスモデル 【会社概要】 １ 

商号 



Ⅰ．ビジネスモデル 【会社沿革】 ２ 

アムス・インターナショナル㈱を経営パートナーとして選択 

新生 



Ⅰ．ビジネスモデル 【パートナーシップ経営】 ３ 

設立 1986年11月27日 

資本金 489百万円  

事業特徴 サブリース業界のリーディングカンパニー 

代表者 
 

代表取締役 徳原榮輔 
※一般財団法人アジア国際支援財団 会長 兼任 
 （アジア圏の人材支援ネットワークの構築） 

グループ概要 
関連子会社 ９社（当社は除く） 
グループ売上高 216億（15/５期） 
グループ従業員 279名（15/５期） 

サブリース（賃料保証）とはビル経営者の代行 

再生 
【収益構造】 

先見性 
【環境変化】 

情熱 
【安定成長】 

新代表       三森 茂  

略歴 

1970年 マルミ電気㈱入社 
1978年 同社 代表取締役社長 就任 
1986年 アムス・インターナショナル㈱の設立メンバー 
2005年 同社 代表取締役社長 就任 
2012年11月 同社 代表取締役社長 辞任 
2012年12月 山加電業㈱ 代表取締役社長 就任 

モットー  『日々前進』 絶えず自分を含めて向上心を念頭に行動 

経歴 
 

■1986年～2012年【アムス・インターナショナル㈱】 
 
・新会社11社の立ち上げ 
・M&Aによる企業再生3社 
・業界のパイオニオとしてサブリース事業の普及活動 
・新規事業の立ち上げ 

経営改革 

■山加電業㈱の経営改革方針（2012年12月）  
 
         
 
 
①企業ポリシー（前例がないという主張は却下） 
②真の技術者集団（年棒制の導入を検討） 
③インセンティブ制度の導入 
④「世界技術のYAMAKA』の復活（独自路線の海外事業に挑戦） 
⑤収益構造（市況影響型企業からの脱却） 
 ・需要に応じて2部門（電力事業・内線事業）の人貸し制度導入 
 ・㈱東京管理【ストック型事業】の自社100％社員体制（外注なし） 
 

2006年9月 

2012年12月 本格的に経営改革を開始！ 
  親会社出身者を初めて代表取締役に登用！ 

新生 

～『変化適合型経営』を目指す～ 

※変化適合型経営・・・・ 慎重に環境変化に適応しながらスピード経営を行う事 

右記①～⑤ 経営改革を実行 

～『変化適合型経営』体制が完了～ 

15/9期【実績】  



1949年～

東北（仙台・石巻）

電気工事業
※粗利益率 14/9期実績

1959年～

関西
1949年～

東京（本社）
195８年～

名古屋

電力事業
（送電線工事）

内線事業
（設備工事）

モバイル事業
（情報通信工事）

東北電力㈱ 官公庁・ゼネコン会社 ソフトバンク㈱

内線事業・・・・・・再生可能エネルギー事業

2014/9期 全国対応ビジネスの開始

需要①東北復興

需要③再生エネルギー普及

需要②次世代通信の基地局増設

新生

粗利益率
8.7％

粗利益率
13.7％

粗利益率
16.8％ 建物管理・清掃業

粗利益率
31.1％

19９５年～

東京（本社）

粗利益率
24.0％

㈱システック・エンジニアリング
主要取引先：東京電力㈱

持分法32.9％関連会社

㈱東京管理

連結100％子会社

粗利益率
11.6％

Ⅰ．ビジネスモデル 【収益構造モデル】 ４ 

■電気工事業 

需要変化に適応した事業ポートフォリオの組み換え 
■建物管理・清掃業 

設備投資動向に影響されないストックビジネス展開 

Ｎｅｗ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物設備管理 304棟（3,935戸） 

建物巡回清掃 833棟（10地区）  

マンション管理 77棟（3,150戸） 

管理業務委託 
豊島区住民 

 
76棟（799戸） 

日常清掃 ホテル 1棟 

2015年3月末現在 

『変化適合型経営』 



Ⅰ．ビジネスモデル 【事業特徴①】 電気工事業ー技術提案型の受注スタイル ５ 

■電力事業 

■当社の強み① 『独自技術の提案型企業』 
 

独自技術であるスカイランスならびにタワーリフター
工法を武器に、調査設計から施工に至る一貫性の
ある工事にも対応。長年培ってきた開発技術、およ
び、架線専属の現業社員による質の高い施工を活
かした技術提案型営業により、着実に増加する電力
需要に対応すべく日々たゆまぬ努力を続けています。 

鉄塔嵩上げ装置 
「タワーリフター80」 
（05/9期の開発技術） 

鉄塔嵩上げ装置 
「エナーク160」 

市街地の環境変化による                
既成鉄塔の低地上高対策（鉄塔嵩上げ）問題 

  平地・山地の区別なく、用地買い増しが必要ない 
無支線鉄塔嵩上げ装置の独自開発 

  受注獲得の優位性が高まる 

■太陽光発電設備工事                     

『技術分野の融合』で全国展開スタート 

2013年8月 

特許出願中 

Ｎｅｗ 

■内線事業（電気工事技術） 
＆ 

 ■電力事業（土木工事技術） 

  【差別化】太陽光設備工事の短工期効果 
 受注獲得の優位性が高まる 

名称 タワーリフター80 エナーク160 
最大推力 80t(20t/脚) 160t(40t/脚)  

最大ストローク 3.2m/回 最大15.0m/回 

装置質量 20.4t 
(最大単体質量1.3t) 

104.0t 
(最大単体質量2.3t） 

特徴 

・66kV～275kVに順応 
・最大嵩上げ速度5.3cm/分 
・鉄塔内部設置のため、用地 
 買い増しの必要がない 
・軽水平角度の耐張鉄塔まで 
対応 
・活線状態でも可能 

・275kV複導体2回線に順応 
・ 最大嵩上げ速度40.0cm/分 
 
 
・軽水平角度の耐張鉄塔まで  
対応 
・活線状態でも可能 

鉄塔嵩上げ装置の比較（当社） 

■内線事業（再生可能エネルギー事業） 

三重県御浜町（1.0Mw）  和歌山県新宮市（1.5Mw） 静岡県菊川市（1.0Mw） 

Ｎｅｗ 

14/9期の事業活動トピックス 

“太陽光発電所の施工実績【合計 6発電所 6.3Mw】 



Ⅰ．ビジネスモデル 【事業特徴②】 建物管理・清掃業ー自社100％社員による一貫体制 ６ 

滞納保証 
建
物
管
理
の
価
値
創
事
業 

㈱東京管理 

管理組合サポート業務 

保守・点検・管理員業務 

建物清掃業務 

中長期修繕業務 

管理業務受託 

■建物管理・清掃業 

設立 1995年10月 
資本金 30百万円  

事業特徴 【経営改革】  自社100％社員による一貫体制 

代表者 代表取締役 加藤和生 （山加電業㈱ 取締役 現任） 

資格者 

管理業務主任者 ビル管理士 
区分所有管理士 消防設備士 
第1種、第2種消防設備点検資格 
一級建築士 二級建築士 
第二種電気工事士  建築物環境衛生管理技術  
宅地建物取引主任者 特殊建築物調査資格者 

2012年2月 

㈱東京管理 
株式100％譲渡 

14/9期の事業活動トピックス 

東日本大震災後の高需要！ 

業界内でいち早く着目！                      
高精度・低コスト・安全な                       

赤外線カメラ活用した『建物診断業務』をスタート 

項目 全面打診 赤外線カメラ診断 

適合性 ◎ 建築基準法への適合 ◎ 建築基準法への適合 

調査精度 ○ 作業者による判断のバラツキ ◎ 画像解析で高精度を実現  

記録 × 手書き ◎ 高精度画像として記録 

コスト・工期 × 足場設置・打診作業・交通整理 
◎ 1/3～1/５のコスト 
◎ 機材の集中配置で短納期 

安全性 × 足場作業 
◎ 高性能赤外線カメラで建物表面    
温度のみを測定。            
電磁波・ｘ線などの照射は無し。 

その他 
× 振動・騒音・窓外景色遮断 
× 足場による建物の損傷 
× 打診による浮き剥難の悪化 

◎ 非接触 
◎ 非破壊 

気象条件 
△ 悪天候でも可能だが 
   好ましくない 

× 悪天候は不適 

■調査方法の比較（当社） 

〇〇〇〇〇養護施設

　赤外線外壁調査報告書（一部屋上防水）

〒170-0013  東京都豊島区東池袋1-32-1 第2ｱﾑｽﾋﾞﾙ5F
TEL．03-5954-7171(代表）   　FAX. 03-5954-8080

本     社

外壁の浮き部（剥離部）は内部に空気層ができます。この空気
層を含む浮き部と健全部とでは熱の伝わり方が異なるため、温
度差(浮き部は異常高温）が生じます。              
この温度差を手がかりに、可視では確認できない浮きを探知す
ることで、外壁剥落の予防策に貢献します。浸水部は、低温反
応を示します。 

赤外線による画像分析には 
熱画像に関する専門知識が不可欠！ 

可視画像 赤外線画像 

外壁剥離 

防水シート 

㈱東京管理 

新生 



Ⅱ．経営指標 【業績推移と事業活動トピックス】 ７ 

保守的な経営 

【市況影響型】 

東北大震災の影響 

【地域特化型】 
13/9期 

代表者の交代 

新事業の開始 

【収益性重視】 ＹＡＭＡＫＡ ～再生の軌跡～   

201１年3月11日 

■東日本大震災による「保守的な収益構造」が暴露 
                ↓ 

電気工事業の地域別売上高構成比の推移 
 
 
 
 
 
 

地域 11/9期 12/9期 13/9期 14/9期 

東北 60.9％ 55.1％ 40.7％ 48.7％ 

東京 32.4％ 41.7％ 46.0％ 43.5％ 

その他 6.7％ 3.2％ 13.3％ 7.8％ 

2012年2月 

■建物管理・清掃業事業の新規参入を表明                       
↓ 
●㈱東京管理を株式100％譲渡による取得 

高収益で長期安定的なストックビジネスの獲得 

2012年12月 親会社から三森茂が代表取締役に就任 

『変化適合型経営』による収益構造の見直し 

■13/9期の事業活動トピックス 
  ■分散型の地域別売上高構成比率に変革 
 ・モバイル事業（東京・名古屋）が前期比2.8倍成長 
   （スマートホン普及による基地局増設需要に対応） 
 
■14/9期の事業活動トピックス 
① ■M&A成長モデルの推進 
  ㈱アペックライフ（事業譲渡）の獲得  
 
②■新規事業：太陽光発電設備工事業の本格開始 
 
③■海外事業の復活・拡大戦略の布石 
  ・ミャンマー・電力省幹部候補者６名の研修プログラム 
  ・ミャンマーで基幹送電線工事の技術指導契約 

売上高【左軸】と経常利益【右軸】の推移 
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【百万円】 

売上高 【12.1％成長】 
4,172百万円⇒4,675百万円 

 
経常利益 【7.2％成長】 
142百万円⇒153百万円 

   経営改革による   
黒字化 

4,000 

3,000 

2,000 

1,000 

0 

11/9期 12/9期 13/9期 14/9期 

【百万円】 

2,438 

3,335 

3,704 

3,278 

15/9期予想 

13/9期 

200 

150 

100 

50 

0 

▲50 

894 

■電気工事業       
■建物管理・清掃業     

250 

840 

15/9期（E） 

3,790 

885 

指名停止処分・営業停止処分
による悪影響 

14/9期 

海外事業の復活 

【成長戦略モデル】 

親会社：アムス・インターナショナル㈱が事業支援を開始 



売上高     ： ▲41.2％成長 1,675百万円 【前年同期  2,847百万円】 

経常利益 ：           ▲58百万円 【前年同期    204百万円】 

当期利益 ：                     ▲78百万円 【前年同期    169百万円】 

15/9期中間業績の期初予想との差異  

※期初予想 2014年11月1１日 業績予想数値 

前年同期比 

【実績】 

▲ 45.9％ 

 

 

 

▲16.8％ 

▲41.2％ 

▲37.9％ 

1.3％ 

① ② ③／① 

単位：百万円 （切り捨て） 
14/9期中間 

【実績】 

■電気工事業 

① ■電力事業 

② ■内線事業 

③ ■モバイル事業 

2,380 

（1,377） 

（1,243） 

（712） 

■建物管理・清掃業   466 

売上高 2,847 

売上高総利益 549 

販売管理費 370 

営業利益 178 

経常利益 204 

当期利益 169 

15/9期中間 

【期初予想】 

1,599 

（977） 

（476） 

（145） 

 443 

 2,042 

373  

368   

  5 

  14 

▲2 

１ 

２ 

予想達成率 

82.0％ 

15/9期中間 

【実績】 

公表予想 

差額 

1,286 

（619） 

（628） 

（39） 

▲313 

 

 

 

   388   ▲55 

1,675 ▲839 

247 ▲46 

375 ＋ 7 

▲128 ▲123 

▲58 ▲ 72 

▲78 ▲ 76 

③ ③－② 

１．【売上高の未達成】 達成率82.0％ 
  （１） ■電力事業・・・・・×工事着工の遅れが発生。 
  （２） ■内線事業・・・・・◎「労働生産性」が高い 再生可能エネルギー事業へ技術者をシフトした結果、期初計画の達成率139.9％ 
  （3） ■モバイル事業・・ ◎「労働生産性」を重視した結果、機動的に再生可能エネルギー事業へ技術者をシフト 
 
2．【売上高総利益率の低下】 
  （１） ■電力事業・・・・ ◎期初計画通り 売上高総利益率16.3％ 
  （２） ■内線事業・・・・  ×2012年9月受注（旧経営陣）した案件で設計ミスが発覚。工期延長（労務費増加）で不採算となる。 
 

業績差異 

Point 

■15年9月期中間 
      前年同期比較 

15/9期中間 

Ⅱ．経営指標 【2015年9月期 中間決算報告ー１ Ｓｕｍｍａｒｙ】 ８ 



単位：百万円 （切り捨て） 
14/9期 

中間 
構成比 
（％） 

15/9期 
中間 

構成比 
（％） 

■電気工事業 2,380 83.6％ 1,286 76.8％ 

■建物管理・清掃業   466 16.4％   388 23.2％ 

売上高 2,847 100.0％ 1,675 100.0％ 

売上原価 2,297 80.7％ 1,428 85.2％ 

売上総利益 549 19.3％ 247 14.8％ 

販売管理費 370 13.0％ 375 22.4％ 

営業利益 178 6.3％ ▲128 ▲7.6％ 

営業外収益 26 0.9％ 71 4.2％ 

営業外費用 1 0.0％ 2 0.１％ 

経常利益 204 7.2％ ▲58 ▲3.5％ 

特別利益 - 0.0％ - 0.0％ 

特別損失 0 0.0％ - 0.0％ 

税金等調整前当期純利益 204 7.2％ ▲58 ▲3.5％ 

法人税・住民税及び事業税 

法人税調整額・少数株主損益 

35 1.3％ 19 1.1％ 

四半期純利益 169 5.9％ ▲78 ▲4.7％ 

■電気工事業の分野別の売上高構成比 

■電力事業        
■内線事業        
■モバイル事業 

15/9期中間 
労働生産性重視 

海外事業の復活 

経営推進 

8.9%

47.5%

43.6%

１ 

２ セグメント別 売上高総利益率 

３ 

Ⅱ．経営指標 【2015年9月期 中間決算報告ー２ 損益計算書】 ９ 

単位：百万円  
（切り捨て） 

14/9期 
中間 

構成比 
（％） 

15/9期 
中間 

構成比 
（％） 

労務費（売上原価） 38 1.3％ 30 1.7％ 

人件費（販売管理費） 229 8.0％ 209 12.4％ 

合計 267 9.4％ 239 14.2％ 

労務費率・人件費率（対売上高比率） 

４ 
持分法による投資利益  

※㈱システック・エンジニアリング（ 出資比率32.9％） 

単位：百万円 
14/9期 

中間 
15/9期 

中間 
増減 

持分法による投資損益 21 69 48 

14/9期中間 
事業ポートフォリオ 

バランス型収益構造 

3.0%

48.8% 48.1%

14/9期 
中間 

15/9期 
中間 

前年 
同期比 

■電気工事業 17.3％ 8.8％ ▲8.5％ 

■建物管理・清掃業 29.6％ 34.3％ +4.7％ 



【資産の部】 14/9期 
15/9期 

中間 
増減 

【6ヶ月】 

流動資産合計 1,716 2,011 295 

固定資産合計 1,072 1,097 25 

資 産 合 計 2,788 3,108 320 

【負債の部】 14/9期 
15/9期 

中間 
増減 

【6ヶ月】 

流動負債合計 558 969 411 

固定負債合計 130 129 ▲1 

負 債 合 計 688 1,099 411 

【総資産の部】  14/9期 
15/9期 

中間 
増減 

【6ヶ月】 

株主資本  2,275 2,184 ▲90 

評価・換算差額等  ▲175 ▲175 0 

純 資 産 合 計 2,100 2,009  ▲90 

単位：百万円 以下切り捨て 

【ＣＦの状況】 13/9期 
中間 

14/9期 
中間 

15/9期 
中間 

営業活動によるＣＦ ▲14 58 ▲449 

投資活動によるＣＦ ※ 244 ▲29 ▲19 

財務活動によるＣＦ 35 185 384 

現金及び現金同等物  
四半期末残高 

821 917 857 

（単位；百万円） 14/9期 
15/9期 

中間 
増減 

【6ヶ月】 

現金及び預金 1,091 1,007 ▲84 

完成工事未収入金 437 921 484 

未成工事支出金 125 26 ▲99 

（単位；百万円） 14/9期 
15/9期 

中間 
増減 

【6ヶ月】 

工事未払金 165 326 160 

有利子負債 100 500 400 

有利子負債依存度率 3.6% 16.1% 

（単位；％） 14/9期 
15/9期 

中間 
増減 

【6ヶ月】 

自己資本比率 75.3％ 64.6％ ▲10.７％ 

Ⅱ．経営指標 【2015年9月期 中間決算報告ー３ 貸借対照表・ＣＦ計算書】 １０ 

有価証券取得   ▲1,362百万円 

投資有価証券取得 ▲2,020百万円 

-600

-450

-300

-150

0

150

300

営業ＣＦ -14 58 -449 

投資ＣＦ 244 -29 -19 

フリーＣＦ 230 29 -468 

13/9期中間 14/9期中間 15/9期中間

ＣＦの推移（中間期ベース） 
【百万円】 

※ 保険積立の解約による収入336百万円 



Ⅲ．現況の事業活動内容 【電気工事業ー１ 変化適合型経営の継続】 １１ 

電気工事設備受注高は前期比0.1％減少の2,169億円→受注競争の激化 

12/9期 13/9期 14/9期 

【出所】国土交通省 2015年２月（速報ベース） 

■電気工事業（収益性重視の受注獲得） 

年度別に変化適合型の事業ポートフォリオの組み換えを実行 

21.4%

37.3%

41.4%

10.4%

34.0%
55.6%

■電力事業        
■内線事業        
■モバイル事業 

■電気工事業の分野別売上高構成比の推移 

電気工事技術の多様化=『技術のYAMAKA』の強みを発揮 

■低地上高対策（鉄塔嵩上げ）問題 ■移動体通信の高速化 ■再生エネルギーの普及 

10.8%

40.0%
49.2%

変化適合型経営③ 
【利益重視の提案営業】 

営業部6名の新設 

変化適合型経営② 
【電力技術との融合】 

再生可能エネルギー事業 

変化適合型経営① 
【需要変化の選択と集

中】 
モバイル事業に注力 

保守的な経営 
【従来型】 

事業構成の固定 

15/9期（E）  『労働生産性を重視』 

■携帯関連の基地局増設 

■太陽光発電所設備工事を開始 

6.0%

52.0%

42.0%

■太陽光発電所設備工事の強化 

http://www.fotosearch.jp/CSP096/k0967984/
G:/IR【ＷＩＮ】業務/山加電業/スライド/15年9月期中間/upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/d/dc/Iphone_4G-2.jpg
G:/IR【ＷＩＮ】業務/山加電業/スライド/15年9月期中間/upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/d/dc/Iphone_4G-2.jpg
G:/IR【ＷＩＮ】業務/山加電業/スライド/15年9月期中間/upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/d/dc/Iphone_4G-2.jpg


Ⅲ．現況の事業活動内容 【電気工事業ー２ 労働生産性重視の提案型営業の開始】 １２ 

単位：百万円 （切り捨て） 
14/9期 

中間 
15/9期 

中間 
前年 

同期比 

■電力事業 557 1,080 93.9％ 

■内線事業 

（再生エネルギー事業も含む） 
  182 1,074 5.9倍 

■モバイル事業） 124 29 ▲76.0％ 

■電気工事業【全体】 864 2,184 152.8％ 

■電気工事業 産業分野別の受注高【15/9期中間】 
■15/9期中間の事業活動内容  

            『労働生産性重視』の提案営業の推進 

■電力事業                                          
①成功事例・・・当社がパトロールして、老朽した鉄塔の改修工事を積極提案  
②推進事例・・・当社の技術者しか運転できない「エナーク160」の提案強化 

■内線事業                                          
①成功事例・・・発電所の現地調査・電力系統の確認時期から顧客企業と同行 

          して建設コストを含めて採算性を提案。 【特命受注】 

②成功事例・・・当社「安全部社員』による工事現場での安全対策が高評価。 

『短工期』×『少数の技術者数』×『高利益額』を考慮した上で 『顧客メリットを追及した提案営業』 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

12/9期 1,227 1,758 2,281 2,841 

13/9期 716 1,474 2,743 3,750 

14/9期 227 864 1,285 1,592 

15/9期 995 2,184 

第１Ｑ 第2Ｑ 第3Ｑ 第4Ｑ

四半期末別 受注高（累計）の推移 【単位：百万円】 

労働生産性を重視した提案営業の効果！ 

【15/9期中間】 
13/9期【新経営体制】    
変化適合型経営の効果！ 

14/9期             
指名停止処分・営業停止処分
による受注高の減少 



1５年９月期 セグメント別売上高（予測） 

単位；百万円 （切り捨て） 14/9期 15/9期（E） 前期比 

■電気工事業 3,278 3,790 15.6％ 

■建物管理・清掃業   894 885 ▲1.1％ 

売上高 合計 4,172 4,675 12.1％ 

高収益モデルの推進 

15年9月期 セグメント別 売上高総利益計画 

単位；百万円 （切り捨て） 14/9期 15/9期（E） 前期比 

■電気工事業 

（売上高総利益率） 

550 

（16.8％） 

550 

（14.5％） 

0.0％ 

（▲2.3％） 

■建物管理・清掃業 

（売上高総利益率） 

  278 

（31.1％） 

320 

（36.2％） 

15.1％ 

（+5.１％） 

売上総利益 合計 

（売上高総利益率） 

829 

（19.9％） 

871 

（18.3％） 

5.0％ 

（▲1,6％） 

単位：百万円 （切り捨て） 14/9期 15/9期（E） 前期比 

売上高 4,176 4,675 12.1％ 

売上原価 3,343 3,790 15.6％ 

売上総利益 829 871 5.0％ 

販売管理費 769 737 ▲4.2％ 

営業利益 60 134 122.6％ 

経常利益 142 153 7.2％ 

当期純利益 138 117 ▲15.5％ 

ＥＰＳ（円）  21.7 18.4 

ＲＯＥ（％） 6.8 5.8 

1株の配当金（円） 4.0 4.0 

業績計画 Point 

■15年9月期予想 

14年９月期 主な経営指標（社員1人当たりの営業利益） 

単位；千円 （切り捨て）） 14/9期 15/9期（E） 前期比 

従業員数（期末ベース） 135名 126名 ▲9名 

社員1人当たり営業利益   446  1,063 2.3倍 

Ⅲ．現況の事業活動内容 【2015年9月期 業績予測】 １３ 

【1】 ■電気工事業・・・・・・・・・労働生産性重視の事業ポートフォリオ体制の確立 

①電力事業 【前期比22.1％成長予測】 受注回復の見込み           
②内線事業 【前期比17.0％成長予測】 再生可能エネルギー事業の提案強化
③モバイル事業 【前期比▲18,８％成長予測】 小型案件の増加 

【２】 ■建物管理・清掃業の収益率向上・・・自社100％社員対応【間接費削減】 

【３】将来成長に向けた経営改革の推進 

①『世界技術のYAMAKA』の再復活 【海外事業の取り組み開始】         
②社員のモチベーションの向上  【年棒制の選択制度の開始】 

■電力事業        
■内線事業        
■モバイル事業 

■電気工事業の分野別売上高構成比（予測） 

14年9月期 15年9月期（E） 

10.8%

40.0%
49.2%

6.0%

52.0%

42.0%

※上記 15/9期業績予想には海外事業は含まれていません。 

14/9期 
事業ポートフォリオ 

バランス型収益構造 

15/9期（E） 
労働生産性重視 

海外事業の復活 



　　経常利益率 　　　6.％以上の達成

　　　経常利益 　　　　　　年平均　20％成長

　2019年のROE 　　　　　　９％以上の達成

　　　　　　　　　　　　　　　　　Vision 2019

営業部の提案強化=売上高成長

労働生産性労働生産性==利益重視利益重視

経
営
目
標

１６ Ⅳ．中期利益計画 【国内事業】 １４ 
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153 

売上高【左軸】と経常利益【右軸】の推移 

ご注意；上記の中期利益計画は現在の当社の目標であり、確約するものではありません。 



１６ 

19/9期 18/9期 17/9期 16/9期 15/9期 14/9期 13/9期 

～ 親会社との共同提携スキームによる海外事業の再スタート～   

●従来の課題 「高技術者集団を活かしきれない経営」 
                 ↓ 
■経営改革① 『保守的経営』からの脱却 
１．9年ぶりに新技術：鉄塔嵩上げ装置「エナーク160」開発 
２．需要変化に適応した事業ポートフォリオの組み換え 
３．自社内の技術分野の融合で全国展開を開始 
  【太陽光設備工事の短工期で差別化ビジネスに】 
 
■経営改革② 『市況影響型ビジネスモデル」の脱却 
   【高収益率のストック型ビジネスに新規参入】 
１．建物管理・清掃業（ストック型事業）の好調スタート 
２．東京管理㈱によるM&A成長戦略の開始 

親会社との提携スキームによる独自路線の海外事業に挑戦 

事業戦略 

●15/9期の事業活動方針 
■経営改革③ 『技術者不足』の課題を克服 
       

      【労働生産性重視の提案営業を開始】 

海外交流 

収益構造モデルの再構築 

1st STAGE   

『変化適合型経営』による経営改革 
2nd STAGE  事業領域拡大による事業成長のスピードUP 
 

親会社の社会貢献活動（海外人材支援）と 
当社の海外ブランドの融合によるグローバル化を目指す 

事業戦略 

アムス・インターナショナル 当社のブランド力 ２ 

海外実績 

2014年9月10日 

技術指導契約を締結 

海外技術者の育成 ３ 

2015年1月16日 

電力工事に関する覚書を締結 

独自路線 
 

 

技術力 交渉力 

Ⅲ．現況の事業活動内容 【2015年9月期 事業活動方針】 １５ 

～ 三森代表による経営再生スタート～   

１ 

※変化適合型経営とは        
慎重に環境変化に適応しながら  
スピード経営を行う事 



１６ Ⅳ．グローバル戦略による事業拡大戦略－１ 【①ミャンマーにおける電気工事事業】 １６ 

※一般財団法人アジア国際支援財団 
当財団は世界各国の支援学生に対し、修学上必要な援助を供与し、産業
技術を含む日本文化を習得する事によって、我が国と世界各国との相互理
解の増進を図り、世界に貢献できる人材の育成、世界平和に寄与すること
を目的とした財団 

■ミャンマー国の経済成長による変革期     
～外資規制を対象業種を半減～ 
【背景】国際社会への復帰 

・2013年12月には東南アジア競技大会が開催  

・2014年にはASEANの議長国に就任決定 

ミャンマーアムス社（現地法人） 

産業振興には電力のインフラ基盤は不可欠 世界に貢献できる人材育成・技術習得を支援 
 世界基準の技術  

期間 2014年8月26日～2014年10月21日  

対象者 ミャンマー政府・電力省幹部候補者6名  

研修の特徴 
※ HIDAが行う開発途上国の産業人材を対象とした  
研修プログラムを利用  

研修内容 

■大型送電線の概要について 
①座学研修（基礎、組立、架線の一般研修） 
②実地研修 
 （仙台機材センターでの模擬鉄塔による研修） 
③視察（送電線関連工場の視察等々） 

 ■ミャンマ一政府・電力省への技術支援の研修内容 

※ HIDA（一般財団法人海外産業人材育成協会） 

産業技術の習得支援 

 教育省大臣との会談  電力省大臣との会談 

■ 電 力 需 要 は 年 率 1 3 ％ 成 長 予 測       
■ 今 後 1 0 年 間 で 8 , 0 0 0 億 円 以 上 の       
電力プロジェクトが必要 
 【出所：ＪＩＣＡ（国際協力機構）】 

 建設省との交流 

http://fiaa.or.jp/


１６ Ⅳ．グローバル戦略による事業拡大戦略－１ 【②ミャンマーにおける電気工事事業】 １７ 

http://www.chanhein.com 

会社概要 

設立 1996年 

代表者 KYAW HEIN （チョーハイン） 

事業内容 建築土木・鉄鋼商社・ロジスティック 

従業員 ５００名 

 世界基準の技術  

 2014年9月10日  

■ミャンマー国内における技術指導契約を締結   
【鉄塔基礎工事、鉄塔組立工事】 

独自路線の海外事業がスタート 

契約内容 

基幹送電線網500Kv （50万ボルト） 
仮設路造成工事、鉄塔基礎工事、鉄塔組立工事
の技術指導契約 
 

区間 
 
メティラ変電所からタングー変電所の区間 

今後の予定 
 
ミャンマー新設送電線工事PJの競争入札の参加 

メディラ変電所 

タングー変電所 
パヤジー変電所 

バゴー変電所 

ミャンマー・アムス社（現地法人） 

CHAN HEIN Construction社 

Phase2 
契約① 

Phase3 
契約② 

■現地のゼネコン会社 



１６ Ⅳ．グローバル戦略による事業拡大戦略－２ 【インドネシアにおける電気工事事業】 １８ 

シンガポールーアムス社（現地法人） 

■インドネシア国の経済成長による変革   
～50兆円規模のインフラ開発5カ年計画 ～ 

【背景】ジョコ大統領（2014年7月に就任）の政策 

・22省庁に分散していた投資許可の権限を  

 投資調整庁に窓口を一元化する 

・今後後5年間で電力量は2倍の需要予測 

過去の実績 

マスタープランの見直し 

 世界基準の技術  

過去実績の信用力     
2014年9月から相談を受ける  

 2015年１月16日  

■マカッサル（南スラウェシ州）の電力インフラ工事に関する覚書を締結 

■今後のインドネシアの電力インフラ工事の概要予定 

 
●工事受託の内容 
  （１） 大型太陽光発電施設の電気工事の受託（予定） ・・・面積30万㎡。（東京ドーム6個分に相当） 
  （２） 市内の地中電線の敷設工事や送電線網の補修工事も受託（予定） 
  （３） 将来的には工事完了後のメンテナンス契約も獲得（予定）。 

～歴史あるチャレンジ企業～ 
工期 案件名 

1987年1月～1988年1月 
（Ｓ62.1～Ｓ63.1） 

ＥＰＤＣ．パレンバンNo2 

1987年3月～1987年12月 
（Ｓ62.3～Ｓ62.12） 

ＴＥＰＳＣＯコタバンジャン線路測量 

 27年後  



“真のグローバル化を目指して”

本資料は、2015年9月期中間決算の業績に関する情報の提供を目的としたものであり、当社が発行する有価証券の投資を勧誘することを目的としたものではありません。 

また、本資料は2015年4月30日現在のデータに基づいて作成されております。本資料に記載された意見や予測等は、資料作成時点の当社の判断であり、情報の正確性、全性を
保証し又は約束するものではなく、また今後、予告なしに変更されるこがあります。 

〒171-0022 東京都豊島区南池袋1-10-13 荒井ビル8F 
TEL(大代表) 03-5957-7661     FAX  03-5957-7691 

ir@ yamaka.co.jp 
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